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は じ め に

行財政の運営にあたっては、最小の経費で最大の効果を発揮できるよう簡素な組織と効率的な

財政手法により、常に県民サービスの向上に努めていくことが求められている。

本県においては、こうした要請に応えつつ、また、時代の変化にも適切に対応できるよう、不断に

行財政運営の見直しに取り組んできており、そのための改革指針として、これまでも「行財政改革大

綱」を策定し、各種の改革を着実に実行してきた。

※ 近年においては、平成１０年１２月「行財政改革大綱」を全面改定

推進期間：平成１１年度を初年度として５年間

平成１４年１２月「新行財政改革大綱」を策定

推進期間：平成１５年度から１９年度までの５年間

また、平成１７年３月には、三位一体の改革など地方分権の流れの本格化や地方交付税の大幅

削減の影響などによる財政状況の急速な悪化を受け、改革への取り組みの拡充・強化を図るた

め、現行の「新行財政改革大綱」を改定し、行財政改革への取り組みを加速させるなど、全庁を挙

げ、その推進を図っているところである。

こうした中、平成１７年３月２９日、総務省は、地方自治法第２５２条の１７の５に基づく助言として、

「地方公共団体における行財政改革の推進のための新たな指針」（新地方行革指針）を示し、全て

の地方公共団体に対し、平成１７年度を起点とし、概ね平成２１年度までの具体的な取り組みをわか

りやすく明示した計画（集中改革プラン）を平成１７年度中に公表するよう求めている。

本県においては、既に「新行財政改革大綱」に基づき、平成１５年度以降、各年度毎の行財政改

革の実施計画及び前年度の実施状況を各年度毎に公表しているほか、特に定員管理に関して

は、平成２４年度までの計画も公表しているところであるが、地方公共団体の行財政改革に関する

取り組みを全国的に取りまとめ、広く国民に公表することにより、地方行政に対する国民の一層の理

解を得て、地方分権改革を加速することは重要であるとの観点から、今般、現行の「新行財政改革

大綱」に盛り込まれている改革項目及び各年度毎に公表している実施計画の内容を中心に、本県

の行財政改革に対する取り組みを「新地方行革指針」に沿った形で取りまとめ、ここに公表するもの

である。

これにより、本県の行財政改革に対する取り組みについての県民の皆様の理解が一層促進され

るとともに、更なる改革に向けての意見・提言が寄せられることを期待したい。
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１ 仕事のやり方や仕組み、業務の見直し

自己決定・自己責任の地方分権時代にあって、限られた資源の中で簡素で効率的な行財

政運営を行っていくため、県民ニーズを的確に把握し、これを施策に反映させるとともに、政策

の選択と重点化を図り、県民の政策に対する満足度の向上に努めている。

また、簡素で効率的な行政運営体制の構築に向けて、ＩＴの活用などにより、行政手続のス

ピードアップ、行政内部の業務の効率化、経費の節減にも積極的に取り組んでいるところであ

る。

（１）県民ニーズの把握、県民参加の促進に向けた仕組みづくり

分権型社会を構築していくためには、何よりも住民と行政が連携して行政運営を進めていくことが

重要であり、県民ニーズの的確な把握、更には、県民との協働体制の整備や県政への県民参加の

仕組みづくりに取り組んでいる。

①県民ニーズを的確に把握する仕組みづくり

・広報広聴機能と調査統計機能の連携強化（Ｈ１５年度）

企画開発部統計課を県民文化局へ移管

・県民ニーズ（満足度）調査の実施（Ｈ１５年度）

定期的に政策・施策の重要性・満足度等を調査

・県ホームページを活用した政策提案・行政相談窓口の開設（Ｈ１６年度）

②住民との協働体制の整備

・公共施設の管理について住民・ＮＰＯへの委託等の拡充

・ＮＰＯとの人材交流の実施（Ｈ１５年度）

・ＮＰＯに関するデータベースの構築（Ｈ１５年度）

・ＮＰＯ協働コーディネーターの養成（Ｈ１５・１６年度）

③県政への県民参加の仕組みづくり

・県政モニター制度の活性化

・パブリックインボルブメント制度の導入（Ｈ１５年度）

構想策定段階からの県民参加

・パブリックコメント制度の導入（Ｈ１６年度）

素案段階において県民意見を聴取

④県政情報の提供機能の強化

・情報公開制度の拡充（公安委員会・警察本部、県出資法人）（Ｈ１４年度）

・個人情報保護条例の制定（Ｈ１５年度）・拡充（実施機関に公安委員会等を追加）（Ｈ１８年

度）
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・県ホームページの充実

県公報、県財政のバランスシート、試験研究成果などの掲載

県民からの要望・提案及び回答、審議会等議事録などのすみやかな掲載

・施策等の内容を出張して説明する出前プレゼンテーションの実施

（２）政策調整機能の強化と政策の選択

「人、モノ、財源」といった限られた経営資源を戦略的、効率的に配分し、県民の政策に対する満

足度を向上させるため、政策立案・調整機能を強化するとともに、ＰＤＣＡサイクルによる行政評価を

活用した政策の選択と重点化を図ることとしている。

ア 平成１６年度までの取り組み状況

・総務部に政策調整監と行政経営課を新設（Ｈ１５年度）

・原則として、各部局に企画調整室を設置（Ｈ１５年度）

企画調整室を中心とした部局主体の予算編成に向けた取り組みの推進

・行政評価を通じた施策の重点化と事務事業の見直し

・公共事業評価制度の構築

再評価（Ｈ１０年度）、事前評価（Ｈ１６年度）

・外部監査制度などを通じた外部評価の活用

・試験研究機関に成果と効率を重視したマネジメントシステムを導入(Ｈ１６年度)

継続的、定期的な研究評価システムの構築

事前・中間・事後・追跡評価、第三者による外部評価

研究員等の目標管理システムの導入

研究評価システムを通じた研究分野の重点化

・事業の見直し（新行財政改革大綱掲載分）

－ 医療費などの抑制に向けた健康づくり施策の充実

－ 試験・検査・分析業務の保健環境センターへの移管（Ｈ１６年度）

－ 試験研究機関等における依頼試験等の見直し（Ｈ１６年度）

－ 県有施設の長寿命化の推進と有効活用

保全業務実施体制、有効活用検討体制の整備

各部局にストックマネージャーを設置

保全管理基準や改修計画の策定

－ 投資的経費について、景況、雇用情勢にも配慮しつつ、国の経済対策実施前の水

準（Ｈ３＝１，７１０億円）程度に順次抑制

Ｈ１５年度の工事コストをＨ８年度比１０％削減

－ 本県独自の地域の実情にあった整備基準（ローカルルール）の積極的活用

１．５車線的道路等整備、橋りょうの長寿命化、住民参加型整備手法を用いた

整備（緑地、ほ場等） など

なお、上記をはじめとして各年度の予算編成を通じた事業の見直しは、Ｈ１１～１６年度で

１，３０６件（うち補助金４９４件）となっている。
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イ 平成１７年度以降の取り組み計画

・目標管理型の行政経営システムの導入（Ｈ１７年度）

新長期構想の１０の基本戦略を展開している部署を中心に導入

年度当初に各所属において、「組織の目標」、「本年度重点的に取り組む課題」及び

「課題解決に向けた目標」等を公表した上で、施策や業務に取り組み、当該年度終了

後にその達成状況や「施策の有効性」、「今後の必要性」を自ら評価し、「今後の方向

性」を明らかにするとともに、これを公表し、寄せられた意見等も踏まえ、組織や予算編

成の過程を通じ、新規施策の立案や施策の重点化、事務事業の見直しに活用する。

・公共事業評価制度の構築

事後評価の試行（Ｈ１７年度）

・事業の見直し（新行財政改革大綱掲載分）

－ 社会保障制度改革に対応した単独施策の見直し

心身障害者県単独医療補助金等の見直し検討

心身障害者等入院療養援護金の廃止（Ｈ１７年度）

社会福祉施設整備に対する元利補給制度を見直し、新たな貸付金制度を創

設（Ｈ１７年度）

－ 生活排水処理施設整備総合補助制度の創設（Ｈ１７年度）

下水道、集落排水、浄化槽

－ ＩＭＳ（いしかわマルチメディアスーパーハイウェー）の活用による防災行政無線整備

コストの縮減（Ｈ１８・１９年度）

－ 投資的経費について、地域経済、雇用情勢にも配慮しつつ、標準財政規模に対す

る割合（Ｈ１６年度５８．７％、全国第１１位）を全国平均を目途に順次抑制

－ 「公共事業コスト構造改革プログラム」の策定とコスト縮減の推進

総合コストをＨ１４年度を基準としてＨ２０年度までに１５％縮減

－ 県有施設の長寿命化の推進と有効活用

保全管理基準や改修計画の策定

－ ＶＥやＰＦＩ等の新たな契約方式の導入促進

－ トライアル発注制度の導入検討

（３）行政内部における業務の合理化・効率化

厳しい財政状況の中にあっても必要な行政サービス水準を維持確保していくためには、従来にも

増して行政内部における仕事の進め方を合理化・効率化していくことが必要であり、ＩＴの活用などに

より、行政手続のスピードアップや業務の効率化に努め、県民サービスの向上、経費の節減に一層

取り組むこととしている。

ア 平成１６年度までの取り組み状況

①行政手続のスピードアップ

・口座振替納税制度の拡充

自動車税口座振替率の向上

全国平均（Ｈ１５：約４％）を目途に順次引き上げ

・電子申請の導入（Ｈ１５年度）

・電子公金収納方式の導入検討



- 4 -

・許認可の申請手続き等の簡素化

申請書類・添付書類の簡素化 など

・決裁権限の移譲による意思決定の迅速化

専決項目の拡大、合議の縮減 など

・事務処理マニュアルの作成

・県政情報、人材情報、業務ノウハウ等の蓄積と活用

②行政内部の業務効率化

・物品購入の一元化

消耗品等の定期一括発注方式の導入（Ｈ１６年度） など

・電子決裁システムの導入（Ｈ１６年度）

・ＬＧＷＡＮ（国・県・市町村の広域行政ネットワーク）の活用

・課題解決型のプロジェクト研究グループの設置など、産業別、業種別等の縦割りを越えた

試験研究体制の整備（Ｈ１６年度）

・ＩＰ電話（インターネットの技術を活用した電話）の導入検討

・環境ＩＳＯの導入（平成１５年度）など環境に配慮した行政の推進

イ 平成１７年度以降の取り組み計画

①行政手続のスピードアップ

・グループ制の導入（Ｈ１７年度）

・電子入札の導入

公共工事（Ｈ１９年度本格実施）、物品購入への拡大（Ｈ１９年度試行）

②行政内部の業務効率化

・給与、旅費、福利厚生事務について事務センター（集中処理）化

Ｈ１７年度から本庁において導入、その後、出先機関、県立学校へ拡大

・職員公舎・住宅の効率的管理運営（Ｈ１８年度）

地域毎の一元的管理 など

・庁舎管理手法の改善（Ｈ１８年度）

標準的管理仕様の策定

・本庁公用車の効率的な管理運用（Ｈ１７年度）

公用車予約管理システムの導入、任意保険の一括加入 など

・ペーパーレス化計画の策定や光熱水費の削減など

・兼六園周辺文化施設（県立美術館、歴史博物館、能楽堂）の内部事務等共通事務の一元

化（Ｈ１７年度から順次）

・外部専門家の活用による情報システム導入・運用の円滑化（Ｈ１７年度）
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２ 民間委託等の推進

限られた経営資源の中で、多様化・高度化する県民サービスに的確に応えていくためには、

官民の役割分担を踏まえ、行政サービスを重点化・効率化していくことが重要である。そのた

め、「民間にできることは民間に任せる」という考え方のもと、業務の民間委託、公の施設への

指定管理者制度の導入など、民間ノウハウの活用に努めるほか、現在、行政が行っている事業

についても、引き続き、これを担っていく必要があるのかという観点から、不断に見直しを行うこ

ととしている。

（１）業務の民間委託

平成１２年４月に「業務の民間委託推進に関する基本方針」を策定し、定型的業務（集計､電算業

務､統計等）、専門的業務（システム開発､検査・分析等）、時期集中業務（毎年実施する展示会等）、

企画運営業務（イベント､講習会等）、管理運営業務（スポーツ・文化施設等の管理運営）について、

民間委託の可否の検討を進め、技術面やノウハウ、コスト面などにおいて、民間で実施することがよ

り有効な業務について、民間委託を推進している。

なお、平成１６年度末時点における業務の民間委託の状況は、別紙１のとおりとなっている。

ア 平成１６年度までの取り組み状況

・保健環境センターの調査分析(水質環境基準調査等)（Ｈ１２年度）

・有料道路料金徴収業務（Ｈ１２年度から順次委託箇所を拡大）

・賃金労働条件実態調査の発送・集計業務（Ｈ１３年度)

・競馬事業局における公用車の運行業務（Ｈ１３年度）

・道路保全業務（Ｈ１４年度から順次委託箇所を拡大）

・本庁舎の受付・案内業務（Ｈ１４年度）

・夜間･休日における守衛業務（Ｈ１４年度）

・七尾養護学校におけるスクールバスの運行業務（Ｈ１６年度）

イ 平成１７年度以降の取り組み計画

・県立図書館と市町村立図書館との相互貸出図書等の搬送業務（Ｈ１７年度）

・錦城養護学校におけるスクールバスの運行業務（Ｈ１７年度）

・金沢競馬場における投票業務（Ｈ１８年度）

・歴史博物館における受付・解説・巡回業務（Ｈ１９年度）

・金沢城菱櫓等の料金徴収・案内業務（Ｈ１９年度）

・県立美術館における看視業務（Ｈ２０年度）
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（２）指定管理者制度の導入

平成１５年６月、地方自治法が改正され、公の施設の管理に関し、広く民間事業者も含め、

県が議会の議決を経て指定する者が管理を行う「指定管理者制度」が導入された。これを受

け、平成１５・１６年度に行った公の施設の総点検に併せ、この制度の活用を検討した結果、条

例に基づき県が設置・管理している２２４の公の施設のうち、１１８施設について、平成１８年４月

から指定管理者制度を導入することとし、うち、７１施設については、指定管理者を公募するこ

ととした。

なお、平成１６年度末時点における公の施設の管理運営の状況及び指定管理者制度の導

入・検討結果はそれぞれ別紙２、別紙３のとおりである。

（３）官民の役割分担を踏まえた事業の見直し、施設の民立化

ア 平成１６年度までの取り組み状況

・自立訓練センターアカシアの里の民立化（Ｈ１６年度）

・女性センターの宿泊部門の廃止（Ｈ１６年度）

イ 平成１７年度以降の取り組み計画

・金沢女子専門学校の廃止（Ｈ１７年度）

・保健所における検診業務の見直し（Ｈ１７年度）

一般健康診断の廃止、結核検診業務の医療機関等への委託

・農業改良普及事業の重点化に伴う業務の見直し（Ｈ１８年度）

・身体障害者授産所セルプはくさんの民立化（Ｈ１９年度以降）

・県立体育館の廃止（総合スポーツセンター（仮称）開館後廃止）



- 7 -

３ 定員管理・給与の適正化

行財政改革の推進にあたっては、まずもって行政自らがその身を律し、スリム化、効率化を

徹底することにより、県民の信頼に足る組織運営体制を構築することが求められている。

定員管理・給与については、より簡素で効率的・機動的な執行体制の構築の観点からこれま

でも不断の見直しを行ってきたところであるが、厳しい財政状況も踏まえ、社会経済情勢の変

化に対応したメリハリのある定員管理や給与の適正化へ向けた取り組みを推進することとしてい

る。

（１）定員管理の適正化

平成１６年度に策定した定員適正化計画（計画期間Ｈ１５～２４年度）（別紙４）では、知事部局の

職員数を４５０人程度削減（うちＨ１９までの前期で３００人程度削減）することとしている。平成１９年

度以降団塊の世代の職員の大量退職時を迎えるが、その人員補充にあたっては再任用制度の活

用などにより新規採用の抑制を図るほか、組織再編にも取り組み、目標の達成を目指すこととして

いる。

なお、企業局、各種行政委員会及び議会事務局については、組織規模に配慮しつつ、知事部局

の定員削減の趣旨に則り、人員削減に取り組むこととしている。

ア 平成１６年度までの取り組み状況

平成１7年４月１日現在の職員数は一般行政部門で３，８６５人、教育、警察及び公営企業

（病院、企業局等）部門を含めた県全体の職員数は、１７，０１５人となっており、現行の新行財

政改革大綱の取り組み以前の平成１４年度と比較すると、一般行政部門では２０３人、県全体

では６４０人、それぞれ減少している。

この間、農林 土木事務所の再編 旅費 給与事務等の内部管理事務の集約化 公社・ 、 ・ 、

外郭団体等からの県派遣職員の引き揚げなど組織及び事務事業の見直しを進めてきた一・

方 県立大学の開校に伴う教職員の増員等に対応するなど徹底したスクラップ アンド ビル、 ・ ・

ドにより総数の抑制を図ってきたところであり 県全体の職員数の削減率は 全都道府県平均、 、

（△１．８％）を上回る△３．６％となっている。

Ｈ１４～Ｈ１７年度における職員数の推移
(単位：人、％)

Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ1４→Ｈ17増減
人数 増減率基準年

一般行政部門 4,068 4,012 3,931 3,865 △203 △ 5.0
教育部門 10,281 10,130 9,996 9,821 △460 △ 4.5
警察部門 2,248 2,236 2,261 2,281 33 1.5
公営企業部門 1,058 1,060 1,043 1,048 △ 10 △ 0.9

△ 3.6計 17,655 17,438 17,231 17,015 △640
対前年度 - △217 △207 △216 - -

（参考）都道府県 計 1,638,341 1,630,316 1,620,922 1,609,628 △28,713 △ 1.8
※１ 上記の職員数には、市町が給与を負担する県職員(自治医科大学卒業臨床研修医及び市町派遣職員)は含まない。

２ 一般行政部門職員数 ＝ 知事部局(大学､病院除く)＋議会事務局＋行政委員会事務局(人事委､監査､労働委､漁調委)

－公営企業(下水道､金沢西部区画整理担当､競馬)－教育部門(美術館､歴史博物館､白山ろく民俗資料館)
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イ 平成１７年度以降の取り組み計画

上記のように、本県では、これまでも他都道府県を上回る形で、職員数の削減に取り組んで

きたところである。

今後とも、新幹線用地取得事業など新たな行政需要へ的確に対応するとともに、新規採用

を抑制することを基本としつつ、民間委託の推進や団塊世代の職員の大量退職に対する人員

補充にあたり再任用制度を活用することなどにより、更なる定員適正化に努めることとしてお

り、平成１７年度を基準とした平成２２年度における県全体の職員数削減率は、総務省が「新地

方行革指針」で示した△４．６％を上回る△５．１％となる見込みである。

Ｈ１７～Ｈ２２年度における職員数の見込み
(単位：人、％)

Ｈ17 Ｈ22 Ｈ17→Ｈ22増減 備 考
(基準年) (５年後) 人数 増減率

H17.4.1～H22.3.31一般行政部門 3,865 3,680 △185 △4.8％
退職者数 ３，２８０人教育部門 9,821 9,147 △674 △6.9％

H17.4.2～H22.4. 1警察部門 2,281 2,283 2 0.1％
採用者数 ２，４０９人公営企業部門 1,048 1,034 △ 14 △1.3％
(再任用者含む)計 17,015 16,144 △871 △5.1％

※１ 上記の職員数には、市町が給与を負担する県職員(自治医科大学卒業臨床研修医及び市町派遣職員)は含まない。

２ 一般行政部門職員数 ＝ 知事部局(大学､病院除く)＋議会事務局＋行政委員会事務局(人事委､監査､労働委､漁調委)

－公営企業(下水道､金沢西部区画整理担当､競馬)－教育部門(美術館､歴史博物館､白山ろく民俗資料館)

（２）給与の適正化

職員の給与については、社会情勢の変化などを踏まえ、その見直しを行ってきたところであり、今

後とも国の動向等を注視しながら、そのあり方を見直すなど、住民の納得と支持が得られるよう、引

き続き給与の適正化への取り組みを推進することとしている。

ア 平成１６年度までの取り組み状況

・昇給停止年齢の引き下げ（Ｈ１５年度）

・退職時特別昇給制度の廃止（Ｈ１６年度）

・退職手当支給率の引き下げ（Ｈ１５年度）

・常勤特別職の退職手当の見直し（Ｈ１６年度）

・寒冷地手当の見直し（Ｈ１６年度）

・常勤特別職の給与等の減額（Ｈ１４年度～Ｈ１６年度）

イ 平成１７年度以降の取り組み計画

・給与構造の改革（Ｈ１８年度）

給与水準の引き下げ・給与カーブのフラット化、地域手当の新設など

・常勤特別職の給与等の減額延長（Ｈ１８年度まで）

・常勤特別職の期末手当の１０％減額延長（Ｈ１８年度まで）

・管理職手当の１０％減額延長（Ｈ１８年度まで）

・初任給の引き下げ（Ｈ１７年度）

・農林漁業改良普及手当の見直し（定額化）（Ｈ１７年度）

・定時制通信教育手当・産業教育手当の見直し（支給水準の引き下げ）（Ｈ１８年度）

・特殊学校等の給料の調整額の見直し（支給対象、支給水準）（Ｈ１８年度）
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・特殊勤務手当の見直し（Ｈ１７、１８年度：Ｈ１６年度 ７４手当 → Ｈ１８年度 ５１手当）

（廃止するもの：１９手当）

文書浄書印刷業務に従事する職員の特殊勤務手当

企業手当

夜間定時制課程を置く県立学校に勤務する職員の特殊勤務手当（技能労務職員）

競馬開催業務に従事する職員の特殊勤務手当

鋳造・熱処理・溶接等の作業に従事する職員の特殊勤務手当

冷凍室内作業手当

守衛業務手当

夜間定時制高等学校勤務手当（教育職員）

建設用特殊車運転作業手当（教育職員）

農業実習手当

変則勤務に従事する職員の特殊勤務手当

看護師等の養成業務に従事する職員の特殊勤務手当

建設用特殊車の運転作業に従事する職員の特殊勤務手当（一般職員）

建設用特殊車の運転作業に従事する職員の特殊勤務手当（技能労務職員）

警察術科の指導業務に従事する職員の特殊勤務手当

警察学校教育訓練に従事する職員の特殊勤務手当

入学者選抜手当（教育職員）

添削及び指導手当（教育職員）

臨床実習手当（教育職員）

（統合するもの：４手当）

爆発物取締等の作業に従事する職員の特殊勤務手当

除雪作業に従事する職員の特殊勤務手当

公共土木施設災害応急作業に従事する職員の特殊勤務手当

ダム管理業務に従事する職員の特殊勤務手当

（要件を見直すもの：５手当）

診療又は医事調査研究業務に従事する職員の特殊勤務手当

消防訓練業務に従事する職員の特殊勤務手当

特殊現場作業に従事する職員の特殊勤務手当

通信業務に従事する職員の特殊勤務手当

道路維持補修作業に従事する職員の特殊勤務手当

（３）定員・給与の公表

定員・給与の状況については、国の様式の内容に準拠し、これまでも「県職員の給与等のあらま

し」という形で、公表してきた。

平成１６年６月の地方公務員法の改正を受け、平成１７年３月には、人事行政運営における公正

性・透明性の確保のため、職員の任用、給与等の状況や人事委員会の給与勧告、競争試験等の情

報を住民に公表することを定めた「石川県人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」を制定し

たところである。

今後とも、定員・給与の公平性・透明性の確保に向け、こうした取り組みを推進することとしてい

る。
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４ 市町村への権限移譲

住民に身近な事務は、地域の実情を最も把握できる立場にある市町村において処理するこ

とが望ましいとの考えから、平成１２年４月１日施行の地方分権一括法を契機として、「事務処理

の特例条例」を制定し、分権時代に相応しい行政執行体制の構築を目指し、市町村への権限

移譲を進めてきた。

県内市町においては、市町村合併の進展により、権限移譲の受け皿としての行財政基盤が

強化されることから、合併市町の状況にも十分配慮し、逐次、権限を移譲することとしている。

ア 平成１６年度までの取り組み状況

「石川県の事務処理の特例に関する条例」に基づき、市町へ移譲されている事務は、平成

１６年度末時点において、５６法令（うち国法令３７，県条例・規則１９）、３３０事務（うち国法令関

係２０８、県条例・規則関係１２２）となっている。（別紙５参照）

イ 平成１７年度以降の取り組み計画

平成１７年度は、、新たな制度創設にあわせ、また、市の能力を勘案し、権限移譲を推進し

てきたが、一方で、これまで市町に権限を移譲していた事務の廃止があったことから、平成１８

年度における市町への移譲事務は、５４法令（うち国法令３６、県条例・規則１８）、３５９条項（う

ち国法令関係２３８、県条例・規則関係１２１）となる見込みである。（別紙５参照）

（平成１７年度の条例改正により、新たに市町へ移譲される事務）

・石綿粉じん排出等作業を伴う建設工事の届出等に係る事務

移譲先：金沢市（Ｈ１７．１２月～）

・都市計画区域又は準都市計画区域内における開発許可等に係る事務

移譲先：七尾市を追加（Ｈ１８．４月～）

・宅地の造成が優良な宅地の供給に寄与するものであることの認定等に係る事務

移譲先：七尾市を追加（Ｈ１８．４月～）

・動物取扱業の登録及び特定動物の飼養許可等に係る事務

移譲先：金沢市（Ｈ１８．６月～）

今後とも、市町においては、合併の進展により、行財政基盤が強化され、地方分権の担い手

として、また、住民に最も身近で総合的な行政主体として、これまで以上に自立性の高い行政

主体となることが期待されることから、現在県が行っている事務のうち、市町で行うことにより住

民の満足度を高めていくことが期待できる事務のリストアップや権限移譲の進め方を整理し、

「市町への権限移譲推進指針」（仮称）として取りまとめることとしている。

また、この指針に基づき、権限の移譲を進めていく際にも、市町に混乱を来すこととならない

よう、市町の受入体制を十分勘案することが必要であり、今後とも、合併市町の状況にも十分配

慮し、市町の要望を踏まえながら十分協議を行いつつ、逐次、進めていくこととしている。
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５ 出先機関・公の施設等の見直し

出先機関・公の施設については、本県を取り巻く環境変化に柔軟かつ迅速に対応していく

ため、その配置や機能の見直し、総合化や拠点化などにより、簡素化を図るとともに、その機能

の充実・強化に努めてきた。

今後とも、県民サービスに配慮しながら、社会経済情勢の変化に応じた機関の再配置や機

能の見直しを行うともに、民間ノウハウも活用しながら、より簡素で効率的な体制の整備を進め

ることとしている。

ア 平成１６年度までの取り組み（出先機関の見直し）

平成１７年４月１日現在、県の出先機関は１６７機関（知事部局、教育委員会、地方公営企業

分）となっており（別紙６参照）、これまでの見直し状況（主なもの）は以下のとおりである。

①廃止・統合

・七尾農林総合事務所能登島出張所の廃止（Ｈ１１年度）

・病害虫防除所を廃止し、農業総合研究センターに病害虫防除室を設置（Ｈ１１年度）

・土木事務所出張所（白峰、富来、穴水、門前、宇出津、町野）を廃止（Ｈ１１年度）

・福祉総合相談所を廃止（Ｈ１２年度）

・地域農業改良普及センターを廃止（Ｈ１２年度）

・河北潟営農センター及び能登開発地営農センターを廃止し、農業総合研究センターに河

北潟分場、能登分場を設置（Ｈ１２年度）

・九谷焼試験場を廃止し、九谷焼技術センターとして工業試験場に統合（Ｈ１４年度）

・輪島農林総合事務所穴水森林部、農業総合研究センター河北潟分場、農業情報センター

及び林業試験場志賀分場の廃止（Ｈ１５年度）

・能登空港建設事務所、小松駅鉄道高架事務所の廃止（Ｈ１５年度）

・農業総合研究センター果樹実証圃の廃止（Ｈ１６年度）

②再編・機能見直し

・七尾事務所､能登中部保健所､七尾児童相談所を中能登総合事務所に再編（Ｈ１２年度）

・輪島事務所､能登北部保健所を奥能登総合事務所に再編（Ｈ１２年度）

・保健所､福祉事務所､児童相談所の再編により保健福祉センターを設置（Ｈ１２年度）

・９農林総合事務所及び９土木事務所をそれぞれ５総合事務所及び４事務所に再編（Ｈ１６

年度）

・生活科学センターを消費生活支援センターに改組（Ｈ１６年度）

架空請求、消費者トラブルへの相談など消費者への支援体制の充実

・児童相談所（中央、七尾）に子ども虐待対策充実のため、教員を配置（Ｈ１６年度）

・女性センターの施設機能の見直し

宿泊部門の廃止（Ｈ１６年度）



- 12 -

イ 平成１７年度以降の取り組み計画（公の施設の見直し）

２２４の公の施設を対象に、指定管理者制度の活用も含め今後の施設のあり方や利用促進な

どの観点から、平成１５・１６年度に公の施設の総点検を行ったところであり、これを踏まえ、以

下の取り組みを行うこととしている。

①県民ニーズに対応した施設機能の充実

・児童会館の機能の見直し

児童の健全育成機能・子育て支援情報の発信機能の充実に向けた検討会を設置（Ｈ

１７年度）

・保育専門学園の機能の見直し

一部（全日制）と二部（定時制）の統合（Ｈ１８年度）、専攻科の新設（Ｈ１８年度） など

・女性保護施設「白百合寮」の保護環境の改善整備（Ｈ１７年度）

・発達障害に対する支援体制の整備

発達障害支援センター（こころの健康センター内）の設置による相談窓口の整備（Ｈ１

７年度）

②利用向上に向けた施設の活性化

・魅力ある兼六園周辺文化ゾーンに向けた展開

－ 兼六園周辺文化施設活性化策の検討（Ｈ１７年度）

－ 兼六園と周辺文化施設との共通割引入場券の発行（Ｈ１７年度）

－ 兼六園周辺文化施設鑑賞パスポートの有効期間延長（Ｈ１７年度）

－ 県立美術館と金沢２１世紀美術館との連携（Ｈ１６年度）

連絡協議会の設置、入場料の相互割引、機関紙による広報など

－ 県立美術館のリニューアル（Ｈ１９年度）

－ 歴史的建築物である旧偕行社等の利活用

当面、歴史博物館の分室として整備（Ｈ１７年度）

・のとじま水族館の魅力アップ

－ 新たな展示物の導入と展示方法の見直し（平面展示から立体的展示へ）（Ｈ１６年

度から順次）

－ 施設リニューアル計画の策定（Ｈ１７年度）

－ 七尾市施設との相互割引の実施（Ｈ１７年度以降） など

・森林公園等保健休養林施設の活性化

民間活力を導入したイベントの企画・展開、施設の有効活用（Ｈ１８年度以降）

・周辺施設との連携強化

能登勤労者プラザとのと海洋ふれあいセンターとの連携（Ｈ１７年度）

自然体験とセットになった宿泊プランの実施 など

・共通利用券等の発行

－ 兼六園と周辺文化施設との共通割引入場券の発行（Ｈ１７年度）

－ のとじま水族館と七尾市施設との相互割引の実施（Ｈ１７年度以降）

－ 白山ろく民俗資料館と白山市施設（恐竜パークなど）との相互割引の実施（Ｈ１６年

度）
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③民間ノウハウの活用等による施設管理の効率化と経営改善に向けた事業の見直し

・公の施設の利活用策の検討（Ｈ１７年度）

・公の施設の半数程度に指定管理者制度を導入（「２ 民間委託等の推進」参照）

２２４の公の施設のうち１１８施設について導入（Ｈ１８年度）

・収支改善のインセンティブ強化のため、指定管理者制度導入施設等を対象に利用料金制

等の導入を拡大

５施設から２７施設へ拡大（Ｈ１８年度）

・利用者数など施設毎の数値目標の設定（Ｈ１７年度）

・業務効率化に向けた民間への委託（再掲）

－ 県立図書館と市町村立図書館との相互貸出図書等の搬送業務（Ｈ１７年度）

－ 歴史博物館における受付・解説・巡回業務（Ｈ１９年度）

－ 金沢城菱櫓等の料金徴収・案内業務（Ｈ１９年度）

－ 県立美術館における看視業務（Ｈ２０年度）

・女性センターの施設機能の見直し

母子福祉センターを女性センター内に移転（Ｈ１８年度）

建物撤去後、女性センター駐車場として活用

・地方独立行政法人制度等の検討

県立大学、病院、試験研究機関等を対象として検討

・社会福祉施設の運営の見直し検討

・県立病院の経営効率化に向けた検討

県内の基幹病院としての役割、業務の民間委託の拡大、効率的な運営体制の検討な

ど

・金沢産業技術専門校寄宿舎の廃止（Ｈ１６年度）

・坪野キャンプ場を廃止し、森林浴施設として活用（Ｈ１８年度）
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６ 公社等外郭団体の見直し

総点検の結果を公社等外郭団体については、平成１３年度から１４年度にかけて実施した

踏まえ、２割程度の団体について、統廃合や再編を行うとともに、事業の見直しを図る

平成１６年度の「新行財政改革大綱」の改定にあたっては、県議会こととしている。また、

の公社・外郭団体等特別委員会をはじめとする議論を踏まえ、改革項目を大幅に拡充したとこ

ろである。

今後とも、存在意義、県関与の度合、団体のマネジメント、組織・財務などの観点から、公社

等外郭団体の経営改善を目指した、事業の合理化、効率化を図ることとしている。

公社等外郭団体の統廃合及び再編（１）

平成１７年４月１日現在、県の出捐金・出資金の比率が２５％以上であるなどにより、県の監

査委員の監査対象となっている団体は、６１団体（別紙７）となっており、「新行財政改革大綱」

を策定した平成１４年度に比べ９団体減少している。

ア 平成１６年度までの取り組み状況

・のとじま臨海公園振興協会を県民ふれあい公社に統合（Ｈ１６年度)

のとじま臨海公園振興協会を解散し、売店等の業務を県民ふれあい公社が承継

・中小企業振興協会を産業創出支援機構に統合（Ｈ１５年度）

・産業振興基金協会の廃止（Ｈ１５年度）

一般・織布・撚糸の３基金事業は廃止、小売商業支援関係の３事業は産業創出支援

機構に譲渡

・繊維産業振興基金協会の廃止（Ｈ１６年度）

・雇用福祉事業団の廃止（Ｈ１５年度）

「いこいの村能登半島」は、民間会社により営業継続

・農業開発公社と林業公社の事務局統合（Ｈ１６年度）

統合名称として、「石川県農林業公社」を使用

・畜産物価格安定基金協会を畜産協会に統合（Ｈ１５年度）

・家畜畜産物衛生指導協会を畜産協会に統合（Ｈ１５年度）

・水産加工振興協会を水産振興事業団に統合（Ｈ１５年度）

水産加工振興協会を解散し、業務を水産振興事業団に移管

イ 平成１７年度以降の取り組み計画

・能登地域高等教育振興財団の廃止（Ｈ１９年度）

・地場産業振興センターと産業創出支援機構の統合（Ｈ１９年度以降)

・辰口丘陵公園・能登勤労者プラザ振興協会の県民ふれあい公社への統合（Ｈ１８年度）

・酪農業協同組合連合会の再編（Ｈ１７年度）

・建設技術センターとまちづくりセンターの統合（Ｈ１９年度）
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経営改善に向けた事業の見直し（２）

ア 平成１６年度までの取り組み状況

・のと鉄道

能登線の廃止（バスへの転換）（Ｈ１６年度）

「のと鉄道経営安定基金」の活用による累積赤字の解消等（Ｈ１６年度）

・県民ふれあい公社

本社を産業展示館２号館に移転、健民海浜公園管理を本社直轄化（Ｈ１５年度）

のとじま水族館における新たな展示物導入と展示方法の見直し

不思議な水槽の試験設置、流氷の天使「クリオネ」の展示、スナメリの導入 など

（Ｈ１６年度）

・長寿生きがいセンター

寿康苑の宿泊・宴会部門の廃止（Ｈ１６年度）

・２１世紀農業育成機構

農業会議との事務局共同化（Ｈ１５年度）

・農業開発公社

公共育成牧場の再編（Ｈ１５年度）

４放牧場１分場体制から３放牧場体制へ再編（Ｈ１５年度）

河北潟酪農団地貸付金に係る滞納金の縮減

滞納額が多額で、収入がありながら全く支払いに応じない滞納者に対し、競売手

続を開始

・林業公社（分収造林事業）

県有地に係る分収比率の見直し（Ｈ１６年度）

公社６割：県４割 → 公社９割：県１割

分収造林契約の期間延長を進めることにより、低利な施業転換資金へ一括借換

（Ｈ１６年度）

・道路公社

本社を羽咋市の有料道路事務所へ移転・統合（Ｈ１５年度）

有料道路料金徴収業務の民間委託を拡大

内灘料金所（夜間）、横田料金所（終日）（Ｈ１５年度）

内灘料金所（終日）、今浜料金所（夜間）（Ｈ１６年度）

・住宅供給公社

新規団地開発業務を凍結（Ｈ１５年度）

宅地分譲制度を導入（Ｈ１５年度）



- 16 -

イ 平成１７年度以降の取り組み計画

・のと鉄道

運行区間を七尾・穴水間に縮小（Ｈ１７年度）

利便性の向上

ダイヤ改正により昼間帯及び夕方に各一往復運行本数を増加（Ｈ１７年度）

ＪＲ七尾線との接続便を上下４本増加、穴水発最終便を繰り下げ（Ｈ１７年度）

穴水駅での転換バス乗り継ぎを概ね３０分以内で設定（Ｈ１７年度）

老朽化が著しい車両の更新（Ｈ１７年度）

運賃改定等の検討

経営規模に即した社員数の削減、車両数の削減 など

・県民ふれあい公社

－ のとじま臨海公園

新たな展示物導入と展示方法の見直し

イロワケイルカ水槽を改修し、円柱水槽を設置（Ｈ１７年度）

大型の不思議な水槽の設置（Ｈ１７年度）

アシカショーの導入（Ｈ１８年度）

施設リニューアル計画の策定、トンネル水槽改修工事設計 など

七尾市観光施設との相互割引の検討

オートモノレールなどレクリェーション部門の段階的廃止（Ｈ１７年度から順次）

－ 辰口丘陵公園

温泉プールの管理運営業務の民間委託（Ｈ１８年度）

いしかわ動物園を含めた効率的な管理体制の検討

－ 能登勤労者プラザ

民間支配人の招へい（Ｈ１７年度）

のと海洋ふれあいセンターとの連携

夏休み期間中に、宿泊をセットにした親子スノーケリング体験教室などを

開催（Ｈ１７年度）

－ 兼六園、兼六駐車場等の料金徴収業務の民間委託等（Ｈ１７年度）

－ 業務見直し等による職員の削減 など

・音楽文化振興事業団

オーケストラ・アンサンブル金沢に対する補助金は、当面、Ｈ１６年度と同額程度（キャ

ップ制）

自主事業の厳選、他施設との連携による事業費の抑制（Ｈ１７年度）

定期会員・賛助会員の加入促進

音楽情報に精通した民間人スタッフの採用（Ｈ１７年度） など

・金沢港大野からくり記念館、銭屋五兵衛記念館

経費削減策と収入確保策の実施

補助金上限額の設定

運営のあり方、経営改善策についての検討（地元関係者等との協議の場の設置）
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・社会福祉事業団

施設定員の増

広岡保育所、特別養護老人ホーム八田ホーム

目標設定による稼働率の向上（短期入所施設湖陽ホーム、金沢市デイサービスセン

ター湖陽苑）

調理業務の外部委託拡大による効率化(八田ホーム、老健ホームいしかわ)

契約職員等の活用による人件費の低減 など

・長寿生きがいセンター

各種講座の廃止（Ｈ１８年度）

高齢者情報相談センター事業の縮小（Ｈ１７年度）

業務見直しによる職員の削減 など

寿康苑を含め、長寿生きがいセンターを抜本的に見直し（Ｈ１８年度）

・金沢勤労者プラザ

営業日数の増、利用率の低い日曜日・祝日夜間の閉館など運営の効率化（Ｈ１８年

度）

・農業開発公社

河北潟酪農団地貸付金に係る滞納金の縮減

離農酪農家に対する法的措置、営農酪農家に対する分割納入の働きかけなど

保有農地(能登開発地)の売渡し促進に向けた条件不利農地の価格割引の検討

業務見直し等による職員の削減 など

・２１世紀農業育成機構

基金の取崩し・運用方法の検討

・林業公社分収造林事業の見直し

分収比率の見直し検討

市町有地に係る分収比率見直しを要請（Ｈ１７年度）

造林地の状況に応じた効率的施業による保育事業費の削減

県などからの支援による利子負担の軽減（Ｈ１７年度）

森林組合等への業務の委託（造林地の現地調査など）(Ｈ１７年度）

業務見直し等による職員の削減 など

・道路公社

有料道路料金徴収業務の民間委託を拡大

今浜料金所（ランプ）、内灘料金所（精算業務）(Ｈ１７年度）

業務見直し等による職員の削減 など

・住宅供給公社

分譲宅地の早期売却

分譲価格の引き下げ（Ｈ１７年度）

住宅メーカー・宅建業者と連携した宅地販売の民間委託（Ｈ１７年度）

県営住宅管理への指定管理者制度導入による事業の縮小検討

業務見直し等による職員の削減 など
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経営の自立化促進に向けた県関与の縮減（３）

公社等への県職員の派遣は、各公社等がそれぞれ自らの力で業務を遂行できるまでの人的援

助として位置づけることが原則であると考えており、各公社等における業務の見直しも進めつつ、計

画的に派遣職員の削減を着実に進めていくこととしている。

平成１７年４月時点で、「公益法人等への石川県職員の派遣等に関する条例」に基づき派遣

されている県職員の数は、３１団体２３４人（うち知事部局職員からの派遣は、２８団体１８９人）

（別紙８とおり）となっており、「新行財政改革大綱」を策定した平成１４年度に比べ、７２人減少

（うち知事部局から派遣職員は６５人減少）している。

平成１６年３月に改定した「新行財政改革大綱」では、平成１４年を起点として２４年度までに

派遣職員を８０人程度（うち前期（Ｈ１４～１９）６０人程度、後期（Ｈ２０～２４）２０人程度）引き揚

げることとしているが、既に、これを上回るペースで派遣職員の引き揚げを行っている。

新行財政改革大綱でのＨ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ H17－H14
目標（H19－H14）

派遣職員数 306人 281人 262人 234人 △72人
うち知事部局 254人 235人 216人 189人 △65人 △60人

公社等外郭団体の情報公開・個人情報保護（４）

平成１２年に制定された「石川県情報公開条例」では、県の出資法人等についても、情報

公開を行うための必要な措置を講じるよう努める旨定めており、県では、平成１３年８月に「県

出資法人等の情報公開の推進に関する要綱」を定め、平成１４年４月以降、地方自治法施

行令第１５２条第１項及び第２項に規定する法人（いわゆる議会報告法人）については、文書

の公開及び経営状況等の公表を行うとともに、地方自治法施行令第１４０条の７第１項に規

定する法人（いわゆる監査対象法人）についても、経営状況等の公表を行っている。

また、平成１５年に制定された「個人情報保護条例」では、県の出資法人等についても、

個人情報の保護に関し必要な措置を講じるよう努める旨定めており、県では、平成１６年９月

に「県出資法人等の個人情報の保護に関する要綱」を定め、いわゆる議会報告法人につい

て、平成１７年４月以降、本人からの個人情報の開示請求等に応じることとしている。
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７ 財政の健全性維持に向けた取り組み

本県財政は、これまで発行した県債の償還本格化に加え、高齢化社会の進展に伴う医療・

介護保険関連経費などの扶助費や団塊世代の大量退職等に伴う退職手当の増嵩が見込ま

れ、極めて厳しい状況にあるが、こうした中にあっても、必要な行政サービス水準を確保するた

め、歳入の確保に努めるとともに、歳出面でも施策の選択と重点化を図り、財政の健全性を維

持していくこととしている。

（１）財政の健全性維持に向けた基本的方針

・県債残高の抑制

臨時財政対策債を除き、県債残高を前年度以下の水準に抑制

（Ｈ１６年度末 ６，６５６百万円減少）

・基金残高の確保

減債基金等の取り崩しを極力抑制し、今後の公債費負担の増等に対応できる基金残

高を確保

（財政調整基金＋減債基金 Ｈ１６年度末５０，４２０百万円）

（２）歳入の確保

ア 平成１６年度までの取り組み状況

・税負担の公平を図る滞納整理の促進（Ｈ１６年度徴収目標410百万円→実績464百万円）

・税務調査の充実による適正課税の推進

・口座振替納税制度の拡充

・使用料・手数料の見直し

・公営住宅使用料の徴収率向上

・運用益活用型基金の一部を取り崩し型基金に変更（Ｈ１５年度）

・設置効果が薄れている基金の統廃合（Ｈ１５年度）

・基金活用型財団等の基金・資金の有効活用（Ｈ１５年度以降）

・遊休財産の処分 （Ｈ１５～Ｈ１６年度 ４７６百万円）

予定価格を事前に公表する最低売却価格方式の導入、処分促進に向けた民間不動

産業者への媒介委託（Ｈ１６年度）

イ 平成１７年度以降の取り組み計画

・税負担の公平を図る滞納整理の促進

個人県民税の県による直接徴収の実施（Ｈ１７年度～）

自動車税の滞納縮減に向けた収入率の引き上げ

Ｈ１９年度の収入率目標を９６％台に設定

・自動車税口座振替率の向上

振替依頼書の一斉送付（Ｈ１７年度～）
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・受益者負担の適正化

職員公舎貸与料の引き上げ（Ｈ１８年度）

保育専門学園授業料を県立高校等に準拠（Ｈ１８年度）

白山の環境保全に向けたトイレのチップ制導入（Ｈ１８年度以降）

県営住宅駐車料金の徴収（Ｈ１８年度以降）

青少年総合研修センターにおける学生向け低料金の設定（Ｈ１７年度）など

・公益的機能を有する森林整備の負担のあり方に関する財源の検討

・特別会計剰余金の活用 （Ｈ１７年度 １７０百万円）

（３）義務的経費の縮減

・職員費の抑制（「３ 定員管理・給与の適正化」参照）

Ｈ１７～Ｈ２１年度の財政効果 職員数削減 ▲８７１人 ▲２１，２６７百万円

給与の見直し ▲ ６，１８６百万円

・扶助費等の見直し

医療費などの抑制に向けた健康づくり施策の充実

社会保障制度改革に対応した単独施策の見直し

・公債費の抑制

減債基金の活用などによる繰上償還の実施（Ｈ１５、Ｈ１６年度 各７０億円）

償還期間の延長などによる公債費の平準化、金利の軽減

（４）施策の重点化と事務事業の見直し

「１ 仕事のやり方や仕組み、業務の見直し」中「（２）政策調整機能の強化と政策の選択」及

び「（３）行政内部における業務の合理化・効率化」並びに「２ 民間委託等の推進」を参照

（主なもの）

・投資的経費の抑制

－ 地域経済や雇用の情勢にも配慮しつつ、標準財政規模に対する普通建設事業費

の割合（Ｈ１６年度５８．７％、全国第１１位）を、全国平均を目途に順次抑制

－ 「公共事業コスト構造改革プログラム」の策定とコスト縮減の推進

総合コストをＨ１４年度を基準としてＨ２０年度までに１５％縮減

・指定管理者制度の導入

公の施設の総点検結果を踏まえ、２２４施設中１１８施設について導入（Ｈ１８年度）

（Ｈ１８～Ｈ２０年度の財政効果 ▲７８３百万円）
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８ 人材の確保・育成

公務員制度や地方自治制度の枠組みが大きく変化する中で、行政ニーズを的確に反映し、

コスト意識とスピード感を持って、質の高い行政サービスを限られた職員で提供していくことが

できるよう、引き続き職員の資質向上に努めるとともに、能力・実績に応じた評価・給与制度の

導入、多様なキャリア、スキルを持つ人材の登用など組織の活性化を図っている。更に、団塊

世代の大量退職を間近に控え、県民サービスの低下を招かないために、人材の育成・確保に

努めることとしている。

（１）モチベーションの強化

職員一人ひとりのモチベーション（動機づけ、意欲）を高め、意識改革を促すため、能力・実績によ

る新しい評価・給与制度の検討や働きやすい勤務環境の整備を進めることとしている。

・職員の仕事と子育ての両立を推進するための特定事業主行動計画の策定（Ｈ１６年度）

・業務能率、健康管理等に配慮した勤務環境の改善推進

・時差通勤の導入（Ｈ１５年度）

・幹部職員（部長等）と若手職員のフランクトークの実施（Ｈ１５年度）

・民間企業への定期的な研修派遣の実施

・発明等による職員への報償金制度の見直し

・学会等参加支援制度の拡充

・任期付き研究員採用制度の創設

大学・民間からの人材登用

・勤務評定の評価基準の公表（Ｈ１７年度）

・管理職の勤勉手当への勤務実績反映の推進

・希望降任制度の導入（Ｈ１７年度）

・職員の旧姓使用制度の導入（Ｈ１７年度）

・目標管理・業務評価による教職員人事考課制度の導入（Ｈ１８年度）

・優秀教員表彰制度の導入（Ｈ１８年度）

（２）研修の充実などを通じた資質の向上

政策の方向性と直結したこれからあるべき職員を育成していくため、人材育成ビジョンを策定し、これ

と連動した研修体系の見直しを行うとともに、職場における実践的な人材育成に取り組むこととしている。

・指導力不足等教員に対する研修制度の創設（Ｈ１５年度）

・階層別研修のスリム化と職員のキャリア形成に応じた選択型研修の拡充（Ｈ１６年度）

・管理職研修の拡充（Ｈ１６年度）

・民間等への派遣研修の拡充（Ｈ１６年度）

・若手職員のジョブローテーションの拡充（Ｈ１６年度）

・自己啓発支援制度の充実（Ｈ１６年度）

・人材育成ビジョンの策定（Ｈ１７年度）

・高度な政策課題に対応する専門家を交えた研究会の設置
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（３）幅広い人材の登用

高度化する行政課題に的確に対応するためには幅広い人材の登用が必要であり、民間企業経

験者の採用の拡充、女性職員の登用の拡大を図るとともに、職種間の人事交流を進めることとして

いる。

・職務経験者採用の拡充

・女性職員の登用の拡大

・若手職員の育成・登用

・職種間の人事交流の拡大

・任期付採用制度の創設（Ｈ１７年度）

・試験区分の大括り化など採用試験の見直し（Ｈ１８年度から順次）

（４）ポスト団塊の世代対策

団塊世代の大量退職後にあっても、県民サービスの低下を招かないために組織としての戦力維

持に努めることとしている。

・若手職員の育成・登用

・階層別研修のスリム化と職員のキャリア形成に応じた選択型研修の拡充（Ｈ１６年度）

・採用・退職の平準化のための勧奨基準の段階的見直し（Ｈ１８年度から順次）

・職員の大量退職時における人員補充にあたって、再任用制度を活用（Ｈ１７年度～試行、

Ｈ１９年度導入）

・早期退職優遇制度の延長（Ｈ１７年度まで）
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９ 公営企業における取り組み
（１）電気事業

①事業の概要

大聖寺川及び大日川を活用する県営水力発電所については、平成１８年３月１

が新たに運転を開始したことにより、５発電所において、日に新枯渕発電所(3,600kW)
を発電できる設備を備え、これらの施設で発電した電力を北陸電力㈱に36,100kW

卸供給している。

平成１１年度より、環境にやさしいクリーンな新エネルギーへの取り組みとし

(600kW) (3,000kW)て、中能登町に碁石ヶ峰風力発電所 、輪島市に輪島風力発電所

の２風力発電所を建設し、 の発電を行い北陸電力㈱に売電している。3,600kW

県営発電所の概要

水 力 発 電 所 風 力 発 電 所

区 分 新我谷 大日川 大日川 新丸山 新枯渕 計 碁石ヶ峰 輪島 計

第一 第二

所 在 地 加賀市山中 白山市 小松市 小松市 加賀市山中 － 中能登町 輪島市下 －

温泉我谷町 左礫町 麦口町 丸山町 温泉枯渕町 高畠地内 山町地内

-河 川 名 大聖寺川 大日川 大日川 大日川 大聖寺川 －

発電開始年月 S41.4 S42.11 S43.12 S60.10 － H11.8 H14.4 －H18.3

最大出力(kW) 5,600 9,000 14,800 3,100 36,100 600 3,000 3,6003,600

年間販売電力 23,900 39,700 77,200 13,800 169,500 781 6,704 7,48514,900

量(MWh)

発電方式 ダム水路式 ダム水路式 水路式 水路式 ダム式 － 風力発電 －

※H18,19年度契約基準電力量による

②経営基盤強化への取り組み

平成３年度の集中遠方監視制御システム導入による発電管理業務の一元化をはじめ、機

械・電気設備の保守点検業務の外部委託、及び点検内容の精査による交換予定部品の更

新周期の延長など、経営の合理化・効率化に努めてきたところであり、引き続き、こうした取

り組みを推進していくこととしている。

・知事部局に準じた職員数の削減

平成１５年度から平成２４年度までの１０年間で、１０％（水道用水供給事業と合わせ

１０人）を削減、退職者の嘱託職員としての再雇用

・給与の見直し

寒冷地手当の見直し（Ｈ１６年度）

管理職手当の１０％削減（Ｈ１８年度まで）

企業手当の廃止（Ｈ１７年度）

・業務の更なる外部委託に向けた検討

発電所運転監視制御業務（２４時間体制）の民間委託に向けた検討 など

新枯渕発電所が新たに運転を開始したことにより、今なお、平成１８年３月１日に

後は管理業務が主体となることと、電力自由化の中で総括原価方式による全量買

取契約が１年ごとの更新規定はあるものの、平成２１年度末をもって切れること

から、水道用水供給事業も含めた企業局のあり方について検討をしている。
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（２）水道事業
①事業の概要

手取川ダムに一日最大 ㎥の給水可能な水源を確保するとともに、現在、440,000
一日最大 ㎥を供給することができる施設を整備し、七尾市以南の７市５町244,000
を対象に安全で良質な水道水を安定的に供給している。

項 目 内 容 項 目 内 容

事 業 名 手取川広域水道建設事業 一期地区 金沢市、小松市、

水 源 手取川水系手取川ダム （５市４町） 加賀市、白山市、

取水地点 白山市中島町地内 給水区域 かほく市、野々市町

浄水地点 白山市白山町地内 （７市５町） 津幡町、内灘町、

給水開始 一期地区 昭和５５年７月１日 宝達志水町

年 月 日 二期地区 昭和６０年４月１日 二期地区 七尾市、羽咋市

給水能力 【事業最終年度４４０，０００ 】 （２市１町） 中能登町㎥

㎥（１日当たり） ２４４，０００

計画給水人口 ９５８，８００人 事業計画 昭和４８～平成４１年度

②経営基盤強化への取り組み

・送水管理事務所と手取川水道事務所の統合（Ｈ１３年度）

・機械・電気設備の保守点検業務の外部委託

・高金利企業債の借り換えによる利子負担の軽減

鶴来浄水場で発生する汚泥の処理コストの低減及び有効活用・

産業廃物として最終処分することなく、セメント材料等へのリサイクルの推進

引き続き、こうした取り組みを推進していくこなど、経営の合理化・効率化に努めてきており、

ととしている。

・知事部局に準じた職員数の削減

平成１５年度から平成２４年度までの１０年間で、１０％（電気事業と合わせ１０人）を

削減、退職者の嘱託職員としての再雇用

・給与の見直し

寒冷地手当の見直し（Ｈ１６年度）

管理職手当の１０％削減（Ｈ１８年度まで）

企業手当の廃止（Ｈ１７年度）

・業務の更なる外部委託に向けた検討

取水、浄水、送水設備運転監視制御業務（２４時間体制）の民間委託に向けた検討

など

・高金利企業債の借り換えによる利子負担の軽減

（中央病院・高松病院）（３）病院事業

①事業の概要

中央病院は、昭和２３年１１月に県立病院として発足し、当時は結核医療に重点を置いた

病床数３０床の病院であったが、二度の移転整備を経て、現在まで金沢市鞍月東で一般病

床６６２床の三次医療機関として救急医療をはじめとする高度・専門的な医療を県民に提供

してきたほか、平成１７年 月からは、いしかわ総合母子医療センターの運営を開始し、そ１0

の機能を拡大している。
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また、高松病院は、精神保健福祉法の規定に基づき、昭和４１年５月に病床数２００床で

発足した精神病院である。以来、施設の拡充と職員の確保に努め、現在は４００床の規模と

なっており、救急・急性期医療、重度認知症やアルコール依存症等の精神科専門医療を順

次導入するなど、精神医療の動向や患者のニーズを踏まえた機能の拡大を行っている。

病院事業の概要（平成１６年度決算）

項 目 中 央 病 院 高 松 病 院

病床数 一般病床 ６６２床 精神病床 ４００床

診療科目数 内科、外科、小児科など２２科 精神科、神経科など５科

延患者数 １９５，９０８人 １３１，３１０人

入 病床利用率 ８１．１％ ９０．０％

院 一日平均患者数 ５３７人 ３６０人

平均在院日数 １７．７日 ２２０．３日

外 延患者数 ２６６，１７１人 ３２，２３８人

来 一日平均患者数 １，０９５人 １３３人

職員数(H17.4.1) ８６９人 ２６１人

②経営基盤強化への取り組み

中央病院、高松病院のいずれも、県内の基幹病院として、また、精神科医療の中核的病

院として、その役割を踏まえつつ、良質な医療の提供による診療報酬の確保に努めるととも

に、より効率的な運営を目指し、施設・設備の保守管理業務をはじめ、医療検査業務、栄養

給食業務、診療報酬請求業務の一部など、積極的に民間委託を推進してきた。

また、質の高い医療と経済性の発揮による経営の安定化のため、｢中期経営計画」(中央

病院：計画年度H15～19、高松病院：計画期間：H17～H21)を策定し、平均在院日数の短

縮、紹介患者率の向上、病床利用率の向上などの目標を掲げ、経営基盤の強化を目指して

いる。

県内の基幹病院としての役割、業務の民間委託の拡大、効率的な運営体制などの現在、

平成１７・１８年度の２カ年で「県立病院の経営効率化に向けた検討」を進めており、観点から

今後とも、一層の経営効率化を目指すこととしている。

・職員数の適正化

知事部局における定員削減（Ｈ１５～Ｈ２４で４５０人程度削減）の趣旨に則り、適正化

を推進

・給与の見直し

寒冷地手当の見直し（Ｈ１６年度）

管理職手当の１０％減額（Ｈ１８年度まで）

変則勤務手当の廃止（Ｈ１７年度）

・更なる民間委託の推進

－ 中央病院

診療報酬請求事務（入院部門）の民間委託（Ｈ１８年度）

外来診療科窓口業務の民間委託（Ｈ１９年度）

手術器具滅菌業務の民間委託の検討 など

－ 高松病院

中央監視室管理業務の民間委託（Ｈ１７年度）

診療報酬事務、窓口事務、調理補助業務に係る民間委託の検討 など

・事務の効率化

医療情報総合システム（ｵｰﾀﾞﾘﾝｸﾞ・電子ｶﾙﾃｼｽﾃﾑ）の導入（中央病院）（Ｈ１８年度）
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別紙１ 

業務の民間委託の状況（平成16年度末） 
 
 全部委託 一部委託 全部直営 備考 

①本庁舎の清掃 ○    

②本庁舎夜間警備 ○    

③案内・受付 ○    

④電話交換   ○  

⑤公用車運転  ○  競馬事業局公用車、

特殊学校スクール

バス 
⑥し尿処理     

⑦一般ごみ収集     

⑧学校給食（調理・運搬） 
（定時制・特殊学校） 

  ○ 嘱託、臨時職員にて

対応 
⑨学校用務員事務  ○  警備等の委託を実

施 
⑩水道メータ検針     

⑪道路維持補修・清掃等  ○  H14 以降順次委託
を拡大 

⑫ホームヘルパー派遣     

⑬在宅配食サービス     

⑭情報処理・庁内情報システム維持  ○  ＱＡ対応、ネットワ

ーク監視など一部

は職員対応 
⑮ホームページ作成・運営  ○  ＡＳＰを活用した

コンテンツの運営

業務などを委託 
⑯調査・集計  ○  賃金労働条件実態

調査などを委託 
⑰総務関係事務 
（給与、旅費、福利厚生等） 

  ○  

⑱その他 
（検査分析、試験研究業務） 

 ○  水質環境基準調査

などを委託 
 

 



別紙２ 

公の施設の管理運営の状況（平成16年度末） 

 
 施 設 名 

指定管理者制度導入済（－）  
管理委託制度導入済 
（16施設） 

輪島エコロジーキャンプ場、滝港マリーナ、南竜ケ馬場野営場、

中宮温泉野営場、市ノ瀬野営場、能登千里浜休暇村野営場、木ノ

浦健民休暇村野営場、片野鴨池健民自然園、海づりセンター、白

山一里野シャンツェ、野球場、西部緑地公園陸上競技場、西部緑

地公園テニスコート、サッカー・ラクビー競技場、自転車競技場、

坪野キャンプ場  
業務委託実施済（－）  

①レクリエーション 
・スポーツ施設 
（16）施設 

全部直営（－）  
指定管理者制度導入済（－）  
管理委託制度導入済（３） ハイテク交流センター、産業展示館、山中漆器産業技術センター 
業務委託実施済（７） 伝統産業工芸館、九谷焼技術研修所、九谷焼技術者自立支援工房、

小松産業技術専門校、金沢産業技術専門校、七尾産業技術専門校、

能登産業技術専門校 

産業振興施設 
（10）施設 

 

全部直営（－）  

指定管理者制度導入済（－）  
管理委託制度導入済（21） 湖南運動公園、森林公園、県民の森、健康の森、中央公園、本多

の森公園、犀川緑地、玉川公園、健民海浜公園、奥卯辰山健民公

園、粟津公園、北部公園、流域下水道（犀川左岸（汚泥共同処理

施設に限る））、西部緑地公園、手取公園、松任海浜公園、大野湊

緑地公園、木場潟公園、外堀公園、流域下水道（加賀沿岸、犀川

左岸（汚泥共同処理施設を除く）） 
業務委託実施済（７） 能登空港、夕日寺健民自然園、兼六園、金沢城公園、鞍月セント

ラルパーク、白山ろくテーマパーク、能登歴史公園 

③基盤施設 
（28）施設 

全部直営（－）  
指定管理者制度導入済（－）  
管理委託制度導入済（18） 青少年総合研修センター、いしかわ動物園、ふれあい昆虫館、南

竜ケ馬場ビジターセンター、室堂センター、室堂くろゆり荘、室

堂こざくら荘、室堂御前荘、室堂白山荘、南竜山荘、南竜ケ馬場

ケビン、海の自然生態館、白山国立公園センター、のと海洋ふれ

あいセンター、音楽堂、女性センター、国際交流センター、埋蔵

文化財センター 

④文教施設 
（106）施設 

業務委託実施済（88） 海洋漁業科学館、看護大学、県立大学、保育専門学園、美術館、

歴史博物館、能楽堂、白山ろく民俗資料館、中央児童会館、七尾

児童会館、小松児童会館、総合看護専門学校、中宮展示館展示室、

医王山ビジターセンター、高校・中学校・特殊学校(62)、教育セ

ンター、生涯学習センター、図書館、白山青年の家、白山ろく少

年自然の家、鹿島少年自然の家、能登少年自然の家、輪島漆芸研

修所、武道館、体育館、卯辰山相撲場、金沢女子専門学校 
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 全部直営（－）  

指定管理者制度導入済（－）  
管理委託制度導入済（２） リハビリテーションセンター、身体障害者授産所セルプはくさん 
業務委託実施済（４） こころの健康センター、中央病院、高松病院、母子福祉センター 

⑤医療 
・社会福祉施設 
（６）施設 

全部直営（－）  
指定管理者制度導入済（－）  
管理委託制度導入済（57） 県営住宅（56）、安全運転研修所 
業務委託実施済（１） 消費生活支援センター 

⑥その他 
（58）施設 

全部直営（－）  

※業務委託を一つでも行っている場合は業務委託実施済に分類 

 

（参考） 

①レクリエーション・スポーツ施設（競技場、野球場、体育館、テニスコート、プール、スキー場、ゴルフ

場、海水浴場、国民宿舎、宿泊休養施設 など） 

②産業振興施設（情報提供施設、展示場施設、見本市施設、開放型研究施設 など） 

③基盤施設（駐車場、大規模公園、水道施設、下水道終末処理場 など） 

④文教施設（県・市民会館、文化会館、博物館、美術館、自然の家、海・山の家 など） 

⑤医療・社会福祉施設（病院、老人福祉センター など） 

⑥その他 
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別紙３

指定管理者制度の導入・検討結果

計画
現 状

指定管理者制度導入施設 廃止
（ １７年度） 直営施設H

公 募 非公募 など

直営施設 １０７ １０１ － ３ ３

管理委託施設 １１７ － ７１ ４４ ２

７１ ４７
計 ２２４ １０１ ５

１１８

〔内訳〕

１ 直営施設(101)

（１）法律の規定で管理者が限定されている施設(66)

看護大学、能登空港、高校、中学校、特殊教育学校など

（２）施策と密接に関連する拠点施設(35)

美術館、中央病院、高松病院、兼六園など

２ 指定管理者制度を導入する施設(118)

（１）公募(71)

青少年総合研修センター、県民の森、滝港マリーナ、中央公園、県営住宅など

（２）非公募(47)

①管理にノウハウや専門性を必要とする施設(11)

いしかわ動物園、ふれあい昆虫館など

②他の施設と一体的に管理した方がより効率的・効果的な管理が期待できる施設(24)

リハビリテーションセンター、海の自然生態館など

③県の施策を補完する団体が当該施設を活用し､継続して事業が推進されている施設(12)

音楽堂、国際交流センターなど

３ 廃止・統合する施設(5)

小松児童会館、七尾児童会館、坪野キャンプ場、外濠公園、金沢女子専門学校



（参考）

1 直営施設（指定管理者制度を導入しない施設）（１０１） （２）非公募（４７）（他に分館１）

（１）法律の規定で管理者が限定されている施設（６６）

看護大学 いしかわ動物園

県立大学（農業短期大学） ふれあい昆虫館

能登空港 南竜ヶ馬場ビジターセンター

保育専門学園 南竜ヶ馬場野営場

高校・中学校・特殊学校（62） 室堂センター

（２）施策と密接に関連する拠点施設（３５） 室堂くろゆり荘

美術館 室堂こざくら荘

歴史博物館 室堂御前荘

能楽堂 室堂白山荘

白山ろく民俗資料館 南竜山荘

中央児童会館 南竜ヶ馬場ケビン

こころの健康センター （兼六園弓道場（武道館の分館））

中央病院

高松病院 海の自然生態館

総合看護専門学校 リハビリテーションセンター

中宮展示館展示室 身体障害者授産所セルプはくさん

夕日寺健民自然園 白山国立公園センター

医王山ビジターセンター 中宮温泉野営場

消費生活支援センター 市ノ瀬野営場

伝統産業工芸館 能登千里浜休暇村野営場

九谷焼技術研修所 木ノ浦健民休暇村野営場

九谷焼技術者自立支援工房 片野鴨池健民自然園

小松産業技術専門校 のと海洋ふれあいセンター

金沢産業技術専門校 海づりセンター

七尾産業技術専門校 流域下水道（1）　犀川左岸（汚泥共同処理施設に限る）

能登産業技術専門校 西部緑地公園

海洋漁業科学館 手取公園

兼六園 松任海浜公園

金沢城公園 大野湊緑地公園

鞍月セントラルパーク 白山ろくテーマパーク

教育センター 能登歴史公園

生涯学習センター 白山一里野シャンツェ

図書館 野球場

白山青年の家 西部緑地公園陸上競技場

白山ろく少年自然の家 西部緑地公園テニスコート

鹿島少年自然の家 サッカー・ラグビー競技場

能登少年自然の家 自転車競技場

輪島漆芸技術研修所

武道館 音楽堂

体育館 女性センター

卯辰山相撲場 国際交流センター

2 指定管理者制度を導入する施設（１１８） 母子福祉センター

（１）公募（７１） ハイテク交流センター

青少年総合研修センター(宿泊・会議室部門） 産業展示館

輪島エコロジーキャンプ場 山中漆器産業技術センター

湖南運動公園 流域下水道（2）　加賀沿岸、犀川左岸（汚泥共同処理施設を除く）

森林公園(三国山園地に限る） 木場潟公園

県民の森 埋蔵文化財センター

健康の森 安全運転研修所

滝港マリーナ 3 廃止・統合する施設（５）

中央公園 小松児童会館

本多の森公園 七尾児童会館

犀川緑地 坪野キャンプ場

玉川公園 外濠公園

健民海浜公園 金沢女子専門学校

奥卯辰山健民公園

粟津公園

北部公園

県営住宅（56）

指定管理者制度を導入する施設（平成１７年４月１日現在）

施設名

③県の施策を補完する団体が当該施設を活用し、継続して事業が推進されている施設（１２）

②他の施設と一体的に管理した方がより効率的・効果的な管理が期待できる施設（２４）

①管理にノウハウや専門性を必要とする施設（１１）（他に分館１）

施設名

－３0－
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別紙４
定員適正化計画（平成17年６月28日公表）

・知事部局の職員数削減を１０年間（Ｈ１５年度～Ｈ２４年度）で４００人程度から
４５０人程度に拡大
前期削減２００人程度を３００人程度に前倒し
・企業局、各種行政委員会及び議会事務局については、組織規模に配慮しつつ､知事
部局の定員削減の趣旨に則り、人員を削減。

１ 定員適正化計画(H14～H17: ､H18～ ) （単位：人）実績 見込み

区 分 H１４ １５ １６ １７ １８ ～１９ 前期計 後 期 合 計
( ) ( ) ( ) ( ) (4 ) (5 ) ( H24)基準年 初年度 2年度 ３年度 年度 年度 ～

知事部局職員数 4,079 4,021 3,939 3,872 H19：3,779 3,629

対前年度増減 △ 58 △ 82 △ 67 △ 93 △300 △150 △450

－ △ 12 △ 14 △ 26 △ 14 △ 40①事務センター
内

－ △ 19 △ 18 △ 33 △ 70 △ 18 △ 88②農林土木事務所再編

△ 19 △ 19 △ 27 △ 8 △ 73 △ 8 △ 81③派遣職員引き揚げ
訳

△ 39 △ 44 △ 10 △ 38 △131 △110 △241④プロジェクト等

・新県庁舎建設・移転の完了 ･九谷ダム建設 ・北河内ダム建
・合併法定協派遣終了 完了 設完了主な増減要因
・県立大設立準備完了 ･道路保全業務 ・辰巳ダム建設
・事務の合理化・組織の簡素化 等民間委託の 完了
の進捗 推進 ・道路保全業務
・国民保護法制対応 ･新幹線用地買 等民間委託

収 ・事務の合理化
･辰巳ダム建設 組織簡素化等

注）１ 病院の医師、看護師並びに大学の教員については、職員定数に係る関係法令等（医療法、大学設置基準）を

基本として適正な定員管理を行う。

２ 教育委員会事務局職員、県立学校事務職員及び警察事務職員については、知事部局に準じて職員数を削減。

なお、教員及び警察官については、定数に関する関係法令を基本として適正な定員管理を行う。

２ 削減の実施方法

定員適正化計画による職員数の削減は、退職により生ずる減員に対して、新規採用を抑制すること

（退職不補充）により実施する。

○知事部局退職者及び採用者（再任用者を含む）数(H14～H17: ､H18～ ) （単位：人）実績 見込み

区 分 H１４ １５ １６ １７ １８～１９ 前期計 後期計 合 計

△165 △159 △142 △334 △ 800 △1,215 △2,015前年度退職者数①

107 77 75 241 500 1,065 1,565採 用 者 数 ②

△ 58 △ 82 △ 67 △ 93 △ 300 △ 150 △ 450差引人数 ① ②＋

○退職、採用見込みの考え方

この試算は、平成１７年４月１日現在の職員数並びに現行の定年、勧奨退職制度及び平成１９年度から

本格実施される再任用制度を基に、今後の採用者数の上限、退職者数等を推計したものである。

したがって、職員の退職、再任用、事務事業の状況等により、変動するものである。
(1) 退職者数

勧奨退職：部長～担当課長級職員は５９歳退職(平成１８年度から順次対象職位を見直し)

定年退職：勧奨退職以外の職員は６０歳退職

普通退職：早期退職優遇制度導入( 11 )以前の３年間の普通退職の割合の平均平成 年度

(2) 採用者数

退職者数から、当該年度の職員の削減数を差し引いた人数とする。



別紙５

1 　市町村への権限移譲の状況（平成１７年３月３１日現在）

主たる根拠法令 移譲先

石川県電子署名に係る地方公共団体の認証
業務に関する法律施行条例

各市町

石川県小売物価統計調査規則 七尾市、小松市、輪島市

母子及び寡婦福祉法施行細則 各市

母子及び寡婦福祉法施行細則 各町

石川県心身障害者扶養共済制度条例施行規
則

各市町

石川県療育手帳規則 各市町

医師法 金沢市

歯科医師法 金沢市

保健師助産師看護師法 金沢市

診療放射線技師法 金沢市

歯科技工士法 金沢市

臨床検査技師、衛生検査技師等に関する法
律

金沢市

理学療法士及び作業療法士法 金沢市

視能訓練士法 金沢市

墓地、埋葬等に関する法律 各市町

動物の愛護及び管理に関する法律 各市町

動物の愛護及び管理に関する法律 金沢市

犬の危害防止条例 金沢市

ふるさと石川の環境を守り育てる条例 各市町

ふるさと石川の環境を守り育てる条例
自然環境保全地域の区域
を有する市町

ふるさと石川の環境を守り育てる条例
自然公園の区域を有する
市町

ふるさと石川の環境を守り育てる条例 金沢市

自然公園法
国定公園の区域を有する
市町

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律 各市町

火薬類取締法 各市町

電気用品安全法 各市町

水道法 金沢市

土地改良法 各市町

遊漁船業の適正化に関する法律 各市町

石川県内水面漁業調整規則 各市町

土地区画整理法 各市町

駐車場法 各市町

都市計画法 各市町

都市計画法 小松市

都市計画法 各市町（小松市を除く。）

都市再開発法 各市

石川県土地区画整理組合事業資金貸付規則 各市町

石川県バリアフリー社会の推進に関する条例 各市町

石川県バリアフリー社会の推進に関する条例
金沢市、七尾市、小松市、
加賀市、白山市

石川県バリアフリー社会の推進に関する条例
各市町（金沢市、七尾市、
小松市を除く。）

風致地区内における建築物等の規制に関す
る条例

七尾市

風致地区内における建築物等の規制に関す
る条例施行規則

加賀市

建築基準法 各市町

租税特別措置法 金沢市、小松市

租税特別措置法に基づく優良宅地認定に関
する規則及び租税特別措置法に基づく優良
住宅認定に関する規則

各市町（金沢市、小松市を
除く。）

石川県景観条例 各市町

２　平成１７年度中の移譲権限の追加・削除の状況

項目 主たる事務の内容 主たる根拠法令 移譲先

削除 小売物価統計指導員等に対する調査実施上の指導等に係る事務(H17.4月施行) 石川県小売物価統計調査規則 七尾市、小松市、輪島市

削除
土地改良事業施行地域を定める場合等の国土交通省所管公共用残産を管理する者としての承認に係る事
務(H17.7月施行)

土地改良法、土地区画整理法、都市計画法 各市町

追加 石綿粉じん排出等作業を伴う建設工事の届出等に係る事務(H17.12月施行) ふるさと石川の環境を守り育てる条例 金沢市

追加 都市計画区域又は準都市計画区域内における開発行為の許可等に係る事務(H18.4月施行) 都市計画法 移譲先に七尾市を追加

削除 開発行為許可申請書等の受付等（経由事務）(H18.4月施行) 都市計画法 移譲先から七尾市を削除

追加 宅地の造成が優良な宅地の供給に寄与するものであることの認定等に係る事務(H18.4月施行) 租税特別措置法 移譲先に七尾市を追加

削除
租税特別措置法に基づく優良宅地認定に関する規則及び租税特別措置法に基づく優良住宅認定に関する
規則に基づき知事に提出する申請書等の受付等（経由事務）(H18.4月施行)

租税特別措置法に基づく優良宅地認定に関
する規則及び租税特別措置法に基づく優良
住宅認定に関する規則

移譲先から七尾市を削除

削除 動物取扱業の届出の受理等に係る事務(H18.6月施行) 動物の愛護及び管理に関する法律 金沢市

追加 動物取扱業の登録及び特定動物の飼養許可等に係る事務(H18.6月施行) 動物の愛護及び管理に関する法律 金沢市

※　平成１８年６月時点における移譲事務 　 法令数５４(国法令36、県条例・規則18) 事務数３５９
(国法令238､県条例等121)

主たる事務の内容

電子署名の発行にかかる手数料の徴収及び納付に係る事務

小売物価統計指導員等に対する調査実施上の指導等に係る事務

療育手帳申請書の受付・療育手帳の交付等（経由事務）

医師免許の申請書の受付・免許証の交付等（経由事務）

歯科医師免許の申請書の受付・免許証の交付等（経由事務）

保健師免許、助産師免許、看護師免許又は准看護師免許の申請書の受付・免許証の交付等（経由事務）

診療放射線技師免許の申請書の受付・免許証の交付等（経由事務）

歯科技工士免許の申請書の受付・免許証の交付等（経由事務）

市町への権限移譲の状況

母子寡婦福祉資金の貸付申請書の受付等（経由事務）
（貸付調書、保証人変更の承認・不承認の通知書、増額し又は増額しない旨の通知、貸付継続又は貸付しない旨の
通知書、償還方法変更の承認又は不承認の通知書、償還免除及び支払猶予に係る通知書、証明書交付、証明書
交付申請書に係る経由事務）

母子寡婦福祉資金の貸付申請書の受付等（経由事務）

心身障害者扶養共済制度に係る申請書の受付等（経由事務）

法令数５６（国法令3７、県条例・規則19）、事務数３３０（国法令２０８、県条例・規則1２２）

臨床検査技師又は衛生検査技師の免許の申請書の受付・免許証の交付等（経由事務）

理学療法士又は作業療法士の免許の申請書の受付・免許証の交付等（経由事務）

視能訓練士の免許の申請書の受付・免許証の交付等（経由事務）

墓地、納骨堂又は火葬場の経営の許可等に係る事務

公共の場所における動物の死体発見の通報の受理及び死体の収容に係る事務

動物取扱業の届出の受理等に係る事務

飼い犬の引受け・危害防止のため行う犬の捕獲等に係る事務

騒音防止方法の改善その他の必要な措置の勧告・命令・確認等に係る事務

ふるさと石川の環境を守り育てる条例に係る申請書の受付等（石川県自然環境保全地域に係るもの）（経由事務）

ふるさと石川の環境を守り育てる条例に係る申請書の受付等（石川県立自然公園に係るもの）（経由事務）

指定有害副産物等の生成又は保管を行う者への立入検査・生成の中止命令等に係る事務

自然公園法に基づき知事に提出する申請書の受付等（経由事務）

鳥獣の捕獲等又は鳥類の卵の採取等の許可等に係る事務

煙火の消費の許可等に係る事務

電気用品販売事業者からの業務報告の徴収・立入検査等に係る事務

水道事業者及び水道用水供給事業者に係る報告の徴収又は立入検査に係る事務

土地改良事業施行地域を定める場合等の国土交通省所管公共用残産を管理する者としての承認に係る事務

遊漁船業者の登録の申請書の受付等（経由事務）

水産動物の採補の申請書の受付・許可証の交付等（経由事務）

土地区画整理事業施行区域内における土地の形質の変更等の許可等に係る事務

都市計画区域内における駐車料金を徴収する路外駐車場の設置の届出の受理等に係る事務

都市計画施設の区域又は市街地開発事業の施行区域内における建築物の建設の許可等に係る事務

都市計画区域又は準都市計画区域内における開発行為の許可等に係る事務

開発行為許可申請書等の受付等（経由事務）

市街地再開発事業を施行する地区における土地の形質の変更等の許可等に係る事務

石川県土地区画整理組合事業資金貸付規則に基づき知事に提出する申請書の受付等（経由事務）

公益的施設の所有者又は公益的施設の新築等をしようとする者に対する整備基準への適合に関する指導及び助
言等に係る事務（市町村が管理する道路、公園等及び路外駐車場に係るもの）
公益的施設の所有者又は公益的施設の新築等をしようとする者に対する整備基準への適合に関する指導及び助
言等に係る事務（建築物に係るもの）

宅地の造成が優良な宅地の供給に寄与するものであることの認定等に係る事務

租税特別措置法に基づく優良宅地認定に関する規則及び租税特別措置法に基づく優良住宅認定に関する規則に
基づき知事に提出する申請書等の受付等（経由事務）

景観形成住民協定の認定の申請に係る書類の受付（経由事務）

特定公益的施設の新築等の届出に係る書類の受付等（経由事務）

風致地区内における行為の許可等に係る事務

風致地区内における建築物等の新築等の申請書の受付（経由事務）

建築基準法に基づき知事に提出する申請書の受付等（経由事務）
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別紙６

出先機関の状況（平成１７年４月１日現在）

行政機関（ 機関） 公の施設（99機関） その他施設（ 機関）34 34
県総合事務所（中能登・奥能登）総合出先機関

（２機関）

県税事務所（小松・金沢）税務（２機関）

保健福祉センター（南加賀・石川中央・ 保育専門学園、母子福祉センター 児童生活指導センター、身体障害者更生福祉

能登中部・能登北部）、児童相談所（中 児童会館（小松・中央・七尾）、こころ 相談所、知的障害者更生相談所、精育（ 機関）17
央・七尾） の健康センター 園、錦城学園

女性センター、消費生活支援センター、 女性相談支援センター、石川障害者職業生活・労働

産業技術専門校（小松・金沢・七尾・能 能力開発校（８機関）

登）

保健所（南加賀・石川中央・能登中部・ リハビリテーションセンター、総合看護 南部小動物管理指導センター環境・保健衛生

能登北部） 専門学校（７機関）

農林総合事務所（南加賀・石川・県央・ 大日川ダム管理事務所農林水産

中能登・奥能登）、南部家畜保健衛生（８機関）

所、北部家畜保健衛生所

土木総合事務所（南加賀・石川・県央・ ダム建設事務所（九谷・辰巳・北河土木

中能登・奥能登）、港湾事務所（金沢・ 内）、ダム統合管理事務所（我谷・赤瀬（ 機関）17
七尾） ・犀川・内川ダム）、安原・高橋川工事

事務所、金沢西部開発事務所、金沢城・

兼六園管理事務所

計量検定所 伝統産業工芸館、九谷焼技術研修所、九 大阪事務所、名古屋事務所産業経済

谷焼自立支援工房（６機関）

教育事務所（小松・金沢・中能登・奥能 看護大学、県立大学、農業短期大学、美 体育施設管理事務所文教

登） 術館、歴史博物館、能楽堂、白山ろく民（84機関）

俗資料館、教育センター、図書館、生涯

学習センター、白山青年の家、少年自然

の家（白山ろく・鹿島・能登）、輪島漆

芸技術研修所、武道館、県立学校（63）

農業総合研究センター 保健環境センター、白山自然保護センタ試験研究

ー、工業試験場、畜産総合センター、林（７機関）

業試験場、水産総合センター

青少年総合研修センター 自治研修センター研修

（２機関）

病院（中央・高松） 東京事務所、能登空港管理事務所、消防その他

学校、発電管理事務所、手取川水道事務（７機関）

所

※知事部局、教育委員会、地方公営企業分について記載



別紙７

部　局　名 名　　　　　　　称 部　局　名 名　　　　　　　称

総 務 部 (財)能登地域高等教育振興財団 観 光 交 流 局 (財)山中漆器産業技術センター

企 画 振 興 部 (財)能登原子力センター (財)石川県観光余暇資源開発公団（※）

(財)北陸先端科学技術大学院大学支援財団 (財)石川県県民ふれあい公社（※）

へぐら航路(株) (財)辰口丘陵公園振興協会

のと鉄道(株) (財)能登勤労者プラザ振興協会

(財)奥能登開発公社 (財)金沢コンベンションビューロー

北陸エアターミナルビル(株) 7 団体 (財)石川県国際交流協会（※）

7 団体 能登空港ターミナルビル(株) 農 林 水 産 部石川県農業協同組合中央会

県 民 文 化 局 (財)石川県県民ボランティアセンター（※） (社)石川県農業開発公社（※）

(財)石川県文化振興基金（※） (財)石川21世紀農業育成機構

(財)石川県音楽文化振興事業団（※） (社)石川県青果物価格安定資金協会（※）

(財)大野からくり記念館 (社)石川県金沢食肉公社

(財)銭五顕彰会 石川県酪農業協同組合連合会

(財)能登島ガラス美術館振興財団 (財)石川県林業公社（※）

(財)石川県芸術文化協会 (財)石川県林業労働対策基金（※）

8 団体 (財)いしかわ女性基金（※） (財)石川県緑化推進委員会

健 康 福 祉 部 (社福)石川県社会福祉事業団 石川県漁業信用基金協会

(財)石川県長寿生きがいセンター 11 団体 (社)石川県特用林産振興会

(財)いしかわ子育て支援財団（※） 土 木 部石川県土地開発公社（※）

(財)石川県臓器移植推進財団 (社)石川県建設技術センター

(社福)白千鳥会 石川県道路公社（※）

(財)石川県国民年金福祉協会 (株)マリンパーク内灘

7 団体 (財)石川県生活衛生営業指導センター (財)いしかわまちづくりセンター（※）

環 境 安 全 部 (財)石川県下水道公社 (財)木場潟公園協会

商 工 労 働 部 (財)石川県文化・産業振興基金 (財)いしかわ緑のまち基金

(財)石川県産業創出支援機構（※） 8 団体 石川県住宅供給公社（※）

(財)石川県地場産業振興センター（※） 警 察 本 部 (財)暴力団追放石川県民会議（※）

(財)石川県デザインセンター 教 育 委 員 会 (財)石川県文教会館

七尾海陸運送(株) (財)石川県埋蔵文化財センター（※）

石川県信用保証協会 3 団体 (財)石川県体育協会

7 団体 (財)石川県金沢勤労者プラザ（※） 61 団体 （うち（※）は議会報告法人（21団体））

（財）石川県建築住宅総合センター

【県の出資（出えん）比率が２５％未満となった団体】１団体

県監査対象法人一覧（平成１７年４月１日現在）

（財）石川県中小企業振興協会、（財）石川県産業振興基金協会、（財）石川県繊維産業振興基金協会、（財）石川県
雇用福祉事業団、（社）石川県畜産物価格安定基金協会、（社）石川県家畜畜産物衛生指導協会、（財）石川県水産加
工振興協会、（財）のとじま臨海公園振興協会

【廃止した団体】８団体

○平成１４年度以降の増減状況
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別紙８

派遣先
派遣
職員数

 石川県町長会 1

（社）北陸経済調査会 2

 のと鉄道（株） 2

（財）石川県音楽文化振興事業団 10

（財）先端医学薬学研究センター 2

（財）石川県長寿生きがいセンター 1

（社福）石川県社会福祉協議会 1

（財）いしかわ子育て支援財団 1

（社福）石川県済生会 4

 (社)いしかわ環境ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ県民会議 2

（財）石川県下水道公社 10

 (財)石川県産業創出支援機構 11

 (財)石川県デザインセンター 2

（財）金沢ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝﾋﾞｭｰﾛｰ 1

（社）金沢港振興協会 1

（財）石川県県民ふれあい公社 32

（社）石川県観光連盟 2

（財）石川県国際交流協会 8

（財）石川21世紀農業育成機構 3

（社）石川県農業開発公社 21

（社）金沢食肉公社 1

（財）石川県林業公社 10

 石川県土地開発公社 12

 石川県道路公社 19

（財）いしかわまちづくりセンター 2

（財）石川県建築住宅総合センター 1

 石川県住宅供給公社 18

（社）石川県建設技術センター 9

知事部局　　計 189

（財）石川県文教会館 2

（財）石川県埋蔵文化財センター 42

（財）石川県体育協会 1

教育委員会　計 45

県　　　　　計 234

公益法人等への職員派遣状況(H17年度)
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